
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 徳島県

経常収支比率の分析
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徳島県

※１　本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　グループとは、道府県を財政力指数の高低によって４つに分類したものである。
　　　Ⅰグループ　0.500以上1.000未満、Ⅱグループ　0.400以上0.500未満、Ⅲグループ　0.300以上0.400未満、Ⅳグループ　0.300未満
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分析欄

【人件費】
  人件費に係る経常収支比率については、類似団体のうちでもっとも低い。
　これは、これまで高齢層職員の昇給停止（抑制）年齢の引き下げ、昇給・昇格制度の見直し等、給与制度の適正な運営に努めるとともに、
定員管理の適正化について積極的に取り組んできたこと、さらには、財政健全化に資するため、平成２０年１月から給与の臨時的削減措置
を実施していることが主な要因である。
  また、将来的には、一般行政部門職員３，０００人体制を目指すこととし、「とくしま未来創造プラン」の期間内においては、平成１９年４月～
２３年４月の４年間で「３００人以上」の削減を実施し、人件費の一層の抑制に努める。

【物件費】
  物件費に係る経常収支比率については、類似団体平均を上回っているが、近年は下降傾向にある。
  これは、庁舎等の管理経費の縮減や委託事業の見直し等によるコスト削減が主な要因である。
  今後も物件費の効果的・効率的な執行や制度の運用・あり方などを見直し経費縮減に努める。

【扶助費、補助費等】
  扶助費に係る経常収支比率については、類似団体平均を上回り、生活保護費の増加に伴う県負担の増等により上昇傾向にあったが、平
成２１年度には、軽費老人ホーム運営費の減等により、減少に転じた。
  一方、補助費等に係る経常収支比率については、類似団体平均を下回っているが、近年は上昇傾向にある。これは、予算上は扶助費に
分析されている後期高齢者医療や介護給付に係る負担金の増加等が主な要因である。
  今後も後期高齢者医療や介護給付など、扶助費の現状を分析し、抑制の可能性を探る。

【公債費】
  公債費に係る経常収支比率については、他県に比べ遅れていた社会資本を整備するため、国の経済対策に呼応して発行した県債の償
還が本格的に始まったことなどによる公債費の増加等により、類似団体平均を上回り、平成２０年度まで上昇傾向にあったが、新規発行県
債の発行の抑制等に努めてきた結果、平成２１年度には減少に転じた。
  今後も、高利の政府資金の繰上償還、新規発行県債の抑制や平準化を図り、公債費の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

人件費 113,908,151 142,940 130,671 9.4
賃金（物件費） 717,096 900 480 87.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 487,444 612 580 5.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 0 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 3,706,974 4,652 2,283 103.8
▲退職金 ▲ 9,816,861 ▲ 12,319 ▲ 11,868 3.8
合計 109,002,804 136,784 122,145 12.0

参考
当該団体 グループ内平均 対比（差引）

人口100,000人当たり職員数（人） 1,592.05 1,399.30 192.75
ラスパイレス指数 92.9 97.5 ▲ 4.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

91,132,962 114,360 72,102 58.6

積立不足額を考慮して算定した額 - - 4,972 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

416,667 523 7,379 ▲ 92.9

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,484,023 1,862 1,841 1.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 141 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

3,142,292 3,943 3,656 7.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

21,130 27 47 ▲ 42.6

▲特定財源の額 ▲ 3,606,324 ▲ 4,525 ▲ 2,676 69.1
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 47,319,604 ▲ 59,380 ▲ 46,212 28.5

合計 45,271,146 56,809 41,249 37.7

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) グループ内平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

133,951,479 164,092 ▲ 1.0 105,500 ▲ 23.4 22.4

うち単独分 47,721,225 58,459 ▲ 15.4 33,684 ▲ 33.6 18.2

120,096,006 147,960 ▲ 9.8 105,352 ▲ 0.1 ▲ 9.7

うち単独分 43,420,736 53,495 ▲ 8.5 35,033 4.0 ▲ 12.5

92,933,930 115,310 ▲ 22.1 99,248 ▲ 5.8 ▲ 16.3

うち単独分 33,407,467 41,451 ▲ 22.5 31,007 ▲ 11.5 ▲ 11.0

77,241,681 96,453 ▲ 16.4 92,849 ▲ 6.4 ▲ 10.0

うち単独分 26,346,043 32,899 ▲ 20.6 30,532 ▲ 1.5 ▲ 19.1

76,382,685 95,850 ▲ 0.6 103,730 11.7 ▲ 12.3

うち単独分 29,168,853 36,603 11.3 34,978 14.6 ▲ 3.3

過去５年間平均 100,121,156 123,933 ▲ 10.0 101,336 ▲ 4.8 ▲ 5.2

うち単独分 36,012,865 44,581 ▲ 11.1 33,047 ▲ 5.6 ▲ 5.5
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